
 

 

 

 

 

 

子育て・若者夫婦世帯に対する住宅ローン控除を拡充 

令和６年度税制改正では、経済社会の構造変化を踏まえ、子育て世帯及び若者夫婦世帯に

対する住宅ローン控除が拡充されます。 

令和６年以降のローン残高の上限額は、当初の予定通り引き下げられましたが、子育て世

帯等における借入限度額については、新築等の認定住宅については５００万円、新築等のＺＥ

Ｈ水準省エネ住宅・省エネ基準適合住宅については１０００万円の上乗せ措置を講じることで、

従来の借入限度額が維持されます。「ＺＥＨ水準省エネ住宅」とは、日本住宅性能表示基準の

「断熱等性能等級5」かつ「一次エネルギー消費量等級6」に適合する住宅のことです。 

 

 上記、子育て世帯等への特例とは、夫婦のどちらかが４０歳未満（若者夫婦世帯）であって、

年齢１９歳未満の子ども（扶養親族）がいる者（子育て世帯）が、認定住宅等の新築等をして令

和６年１月１日から同年１２月３１日までの間に居住の用に供した場合、引き下げる予定だった

住宅ローン等の年末残高の借入限度額を、現行水準のまま６年も維持して特例の適用ができ

るものです。そのほかの世帯は、令和６年から予定通り引き下げられます。 

子育て世帯等の減税対象となる借入限度額は、上記の一定の上乗せ措置を講ずることで、

「認定住宅」が５０００万円、「ＺＥＨ水準省エネ住宅」が４５００万円、「省エネ基準適合住宅」が４

０００万円が維持されます。また、認定住宅等の新築や認定住宅等で建築後使用されたことの

ないものの取得に係る床面積要件の緩和措置（床面積が４０平方メートル以上５０平方メート

ル未満にも適用）については、令和６年１２月３１日以前に建築確認を受けた家屋についても

適用できることとしています（改正前・令和５年１２月３１日）。 

 

子育て支援では、リフォーム支援税制も見直されます。子育て特例対象の個人が所有する

居住用の家屋について一定の子育て対応改修工事をして、その居住用の家屋を令和６年４月

１日から同年１２月３１日までの間に居住の用に供した場合を適用対象に追加し、その子育て

対応改修工事に係る標準的な工事費用相当額（２５０万円を限度）の１０％相当額をその年分

の所得税の額から控除できることとしています。この「一定の子育て対応改修工事」とは、１）

子どもの事故を防止するための工事、２）対面式キッチンへの交換工事、３）開口部の防犯性を

高める工事、４）収納設備を増設する工事、５）開口部・界壁・床の防音性を高める工事、６）間

取り変更工事（一定のものに限る）であって、その工事に係る標準的な工事費用相当額（補助

金等の交付がある場合には、補助金等の額控除後の金額）が５０万円を超えること等一定の

要件を満たすものをいいます。 

 

なお、子育て支援としてさらに、子育て世帯に対する生命保険料控除も拡充されます。所得

税において、生命保険料控除における新生命保険料に係る一般枠（遺族保障）について、２３

歳未満の扶養親族がいる場合には、現行の４万円の適用限度額が６万円に引き上げられます。

ただし、一般生命保険料控除、介護医療保険料控除及び個人年金保険料控除の合計適用限度

額については、実際の適用控除額の平均が限度額を大きく下回っている実態を踏まえ、現行

の１２万円から変更されません。 
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